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食品表示法

食品表示は、消費者基本法において消費者の権利として位置付けられている消費者の安全の確保や
消費者の自主的かつ合理的な選択の機会の確保などを図る上で、重要な役割を果たすものです。

2015年４月１日から食品表示法が施行され、これまで食品表示について一般的なルールを定めてい
た食品衛生法、JAS法、健康増進法の３法の食品の表示に関する規定が統合されたことにより、食品
の表示に関する包括的かつ一元的な制度が創設されました。

食品表示一元化のイメージ

食品を安心して選ぶために
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[JAS法、食品衛生法及び健康増進法の関係]

食品表示法

原材料名
内容量
原産地

など

名称
賞味期限
保存方法
遺伝子組換え
製造者名等

など

栄養表示
特別用途表示

など

アレルギー
添加物

など
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栄養や保健機能に関する食品表示の制度
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栄養成分表示

熱量（エネルギー）、たんぱく質、脂質、炭水化物、食塩相当量の含有量の表示が義務付けら
れています。

栄養成分表示

１杯（２０g） 当たり

77kcal
2ｇ
1ｇ

15ｇ
0.1ｇ

エネルギー
たんぱく質
脂質
炭水化物
食塩相当量

栄養や保健機能に関する食品表示の制度のイメージ
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「おなかの調子を整える」等の特定の保健の目的が期待できる旨が表示できる食品です。特定保健
用食品として販売するには、その効果や安全性について国の審査を経た上で消費者庁長官の許可を
受けなければなりません。

特別用途食品

乳児の発育や、妊産婦、授乳婦、えん下困難者、病者などの健康の保持・回復などに適するという特
別の用途についての表示が許可されている食品です。その表示をして食品を販売するには、消費者庁
長官の許可を受けなければなりません。

特定保健用食品

保健機能食品

保健機能食品には栄養機能食品、特定保健用食品、機能性表示食品の3種類があります。国が定めた
安全性や有効性に関する基準などに従って食品の機能が表示されている食品です。医薬品とは異な
り、疾病の治療や予防のために摂取するものではありません。

一日に必要な栄養成分（ビタミン、ミネラルなど）が不足しがちな場合、その補給・補完のために
利用できる食品です。食品表示基準に規定された基準を満たすことで、特に届出などをしなくても、
国が定めた表現によって特定の栄養成分の機能を表示することができます。

機能性関与成分によって特定の保健の目的が期待できる旨を企業等の責任で、科学的根拠に基づき
表示することができる食品です。販売前に安全性及び機能性の根拠に関する情報などを消費者庁長
官へ届け出ることが必要です。

栄養機能食品

機能性表示食品


